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緒 言

わが国はGNPに 応 じた多額の割当金を国際連合の諸

機関に投 じ,こ れはWHOやUNICEFを 通 じて,発

展途上国の医療援助に向け られている。結核に関してい

えば大部分の発展途上国はBCGワ クチン,一 次抗結核

薬,顕 微鏡か ら注射器,ス ライ ドガラス等に至るまでの

資材援助を受けている。 したがつてわが国は間接的にで

はあるが,す でに この面で大きな貢献をしているのであ

る。

しかしここで述べ ようとしているのは,政 府間ベース

のbilateralな 医療技術協力である。 これはコロソボ計

画に基づい た もの で,海 外技術一協力事業団:Overseas

 Technical Cooperation Agency(OTCA)を 通 じて始め

られ,そ の後移民や経済協力等の事業を併せて発展 した

日本国際協力事業団:Japan International Cooperation

 Agency(JICA)に 引き継が れ てい る。OTCAと 同様

JICAも 外 務省傘下の法人である。

JICAを 通 じての医療技術協力は形式的には相手国政

府の要請に基づいて進め られる。わが国はその要請が妥

当なものか,受 け入れ可能か,い かなる範囲になすべき

か等に関し調査検討の後,相 手国と調印を交し,協 力事

業が実現化する。協力の内容は一般に3つ の方向からな

り,第1は 医療関係機材の供与,第2は 専門家の派遣に

よる技術指導,第3はCounterpartと なる技術者の招

聴訓練からなつており,ま た供与機械の維持のために巡

回修理班が派遣 されている。

このように調印によつて定められた医療技術援助のプ

ロジェク トとは関係な くても,特 定医療保健技術の修得

のため個別的に訓練生を受け入れた り,あ るいはわが国

で定期的に行なわれているGroup Training Courseに

参加 させるという援助 もある。この際,訓 練生の往復旅

費および滞在費は日本国庫か ら出されるJICAの 経費か

ら支給される。

いま一つ別 口の大 口援助が最近始め られた。それは敗

戦後続けられた膨大な賠償が完了し,そ れに当てられた

国費を,戦 争 とは関係なく特に貧 しい国の無償援助のた

めに差 し向けようとするものである。 これはいまのとこ

ろ外務省直轄の援助であるが,JICAの 医療協力計画と

も結びついて,JICAの プロジェクトでは不可能な大き

な規模の保健医療施設の建築などが可能になり,2国 間

医療協力を大きく発展さすことに役立つている。

現在JICAが 進めている医療協力のプロジェクトはア

ジア,ア フリカ,中 南米諸国24力 国28件 であるが,過 去

のものを併すと30力 国50プ ロジェクトにも及ぼうとして

いる。これ らの国々の発展の程度はいろいろで
,技 術的

には極めて低 く,財 政状況も貧弱な国もあ り,技 術的に

は低いが,国 の財政は近年急速に向上した国もあ り
,技

術的に も財政的にもかなりの発展は しているが,国 全体

に保健医療を浸透さす能力は未だ持たないとい う国もあ

る。一方かなりの発展を示 し,あ る産業ではわが国と競

合している国さえも援助の対象国となつている。 したが

つて協力プロジェクトの種類は多様であるが
,大 まかに

分類すると次のごとくまとめられる。

1)　地域保健医療に関するプロジェク ト

2)　 特定疾患対策に関するプロジェクト

3)　 特定疾患の研究に関するプロジェクト

4)　 医学教育推進に関するフ.ロジェク ト
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5)　 保健医療施設の強化に関するプロジェクト

6)　 家族計画に関するプロジェクト

多 くのプロジェクトに多少 とも研究業務は含 まれてお

り,ま た2つ 以上の項 目に またがるものもある。同一分

類中にあつても規模はさまざまで,例 えば(5)の 中には

電子顕微鏡 とその附属品のみを供与機材とするものから,

癌 センターの各種診断治療機器多数を含む大規模のもの

までに及んでいる〇

JICAの2国 間協力においては対象となつているプロ

ジェクトまたは援助を行なつている施設に関連 した人件

費は勿論,消 耗品の継続的供与は行なわない方針を貫い

てきた。 したがつて対象国の国力に不釣合な機材供与が

行なわれると,折 角の機器が充分に活用 されなかつたり,

あ るいはその活用のためには多 くの経常費を必要 とする

が,利 益を受けるのは一一部の人たちに限 られ,国 全体の

保健医療にはマイナスの効果を及ぼ したというプロジェ

ク トもなかつたわけではない。

さて結核対策に関する医療協力は第2の 分類中に含ま

れるが,第1分 類,す なわち地域保健医療に関するプロ

ジェクトには,後 で述べるように結核が重要な項目とし

て加わることになる。

結核対策に関する過去の援助事業

OTCAの 医療協力業務が始まつて,未 だ日の浅い時

分か ら,小 規模ながらい くつかの結核に関する協力プロ

ジェク トがあつた。例えばタイ国中央胸部疾患病院への

援助においては,外 科,肺 機能,臨 床検査等に関する機

材供与,関 連技術指導が行なわれ,そ れぞれ6ヵ 月ないし

1年 にわたる専門家の滞在によつて,こ の病院のレベル

を高めるのに大 きな貢献をした。イン ドネシァMaluku

州Ambon地 区 の保健所には医師,検 査技術者のチーム

が派遣 され,地 域の結核対策に関する技術指導が行なわ

れた。

1965年 わ が国はネパール国に対 しX線 自動車,培 養を

含めた結核菌検査機材の供与とそれぞれの専門家を送 り,

同国からは感謝されたが,や がてわが厚生省はWHOか

ら非難を浴びせ られた。この援助は1地 域の限定 された

住民には恩恵をほどこすようにみえるが,ネ パール国全

体か らみると,全 体的な結核対策を妨害するというので

ある。その理由については後に述べることから自ら明ら

かになろう。

いま一つ私の記憶に残 るのはタイ国東北地区の県病院

に供与された胸部外科機器一式 とX線 断層写真装置であ

る。 これは,こ の地域の結核対策のためには外科的療法

が緊急的に必要であると思いつめた結核外科専門家の熱

心な要請にほだされて進め られたもののようだが,実 際

に派遣された専門家は,必 要なのは外科的療法などでは

なく,公 衆衛生的方法だとさとるのであるが1),供 与機

器はほとんど活用されず,持 ち腐れとなつた。

結核に関する援助に限らず,わ が国の過去の医療援助

の中には相手国または当方の個人的興味に よつて決定さ

れ,国 全体への効果に関する考慮に欠けていたために上

記と類似 した失敗に終わつているものがある。

最近のJICAに おけるプロジェクトの決定に際 しては,

慎 重な事前調査が行なわれ,上 述のような誤 りのないこ

とを期 しており,ま た相手国においても全体的立場から

の考慮が払われる傾向が生 じている。

結核対策に関する発展途上国援助の基本的問題

アジア,ア フリカおよび中南米の多 くの国々では,結

核問題は未だ公衆衛生上の重要な部門を占め続けている〇

対策の技術的方法は近年新 しく確立されたのであるが,

それ らの国々自体で対策を実施に移すのには,古 い観念

に妨げ られた り,社 会的経済的な制約のために多 くの困

難に直面 していた。これが多少な りとも進歩 してきたの

は,WHOの 技術的運営的な面か らの指導と,UNICEF

の経 済面からの援助があつたからである。すでに緒言で

述べたようにBCGワ クチン,ツ ベルクリンー次抗結核

薬,結 核菌検査用機材等各国が年間に必要とする量の大

分が,そ して時には運営費までが継続供給されていたの

であり,こ の適切な使用のためにWHOの 顧問が派遣

されている。これ らに要する費用は膨大なものであるが

限度があ り,WHOは これを最も効果的に使用しようと

意図しているが,そ れは当然のことである。

この意図に沿つた結核対策の合 理 的 な指 導 原 理 は

WHOの 結核専門委員会の第8報 告2)と して1964年 に

初めて公にされた。そして約10年 間の実施の経験 とその

後の研究成果を加え,更 に強化推進させた内容をもつた

第9報 告3)が1974年 陣容を新たに した専門委員会によつ

て発表 された。 この報告書にはfoot noteに 「これは国

際的な専門家グループの意見を集めたものであつて,必

ず しもWHOの 決定や政策を代表するものではない」

と注をつけているけれども,こ れを基本方針として指導

が行なわれていることは確実である。そ していずれかの

先進国がWHO,UNICEFの 援助を受けている発展途

上国に対 し2国 間援助を与えようとするならば,第8,

第9報 告書に述べられた方針を助長し,そ れを妨害しな

い援助であることを希望しているのである。

この報告書の内容は対策の技術面 と実施運用面とに分

け られる。技術面についてはすでに大体知 られていると

思われるが,簡 単に説明してみ よう。予防の方法として

は専 らBCG接 種 に依存するが,接 種前 ツ反応検査は実

施せず,直 接接種を原則とする。 これに よつて接種効率

を上げるのみならず,他 のワクチン,こ とに種痘との同

時接種が推進されている。14歳 以下の接種率を急速に上

げることを第1目 標とし,後 は新生児における維持接種
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を継続する。化学予防は患者発見と,発 見された患者の

化学療法が全国的に浸透するまで取 り入れないとい う方

針をとつている。

患者発見は咳,痰,胸 痛などの症状継続2～4週 以上

のもの,血 痰のあつたもの等を随時受診させ,喀 痰の塗

抹検査を主体 とするもので,最 も危険な感染源を迅速に

発見され ると評価されている。 これを発症時受身受診と

いい,こ れを優先さす。技術的財源的な余裕が出れば,

塗抹陰性有症状者のX線 検査を取 り入れる方針である。

従来オーソドックスの方法と考えられていた一般住民の

無差別X線 間接撮影は採用 しない。 これは新 しい塗抹陽

性患者の発生の未然防止には貢献することが極めて少な

いという評価 さえ出されているからである。

発見された患者は治療に結びつけなければ結核対策の

効果は産まれない。衛生思想の低劣な発展途上国の患者

の うち症状に苦しむものは,そ れから脱するために治療

に乗つて くる。 この点は有症状者受診の一つのね らいで

あつたわけであつたのだが,症 状軽減後の治療脱落が問

題であ り,治 療の管理に力を注がせる。一次抗結核薬に

よる初回治療が全国的に徹底するまでは,失 敗例に対す

る二次抗結核薬による再治療はお預けの方針を貫 く。同

一予算ならば安全で有効かつ安価な一次抗結核薬の供給

を増加し,治 療範囲の拡大を行なう方が結核患者を減 じ,

感染を防 ぐうえから効果的だからである。治療効果の判

定は主として菌検査でいく。許されれば培養を加え,X

線検査が加えられるとしても,治 療開始時 と1年 目で充

分と考える。治療終了後の追跡 よりも,治 療中の服薬管

理に力を尽 くし,終 了後の悪化は新発生時 と同様,呼 吸

器症状発現と関連するという患者教育に委ねる。

さてこのような技術的方針で対策を進めようとする場

合,運 営上の組織が問題 となる。BCG接 種 は国全体の

接種率向上の段階では専門チームが行なうが,毎 年各所

で新生児を対象に接種を続け,接 種率を維持する段階に

なると,最 末端の保健医療施設に委ねなければ 目的は達

成できない。患者発見の対策においても呼吸器に関する

症状を発した際に痰を提出する方法を優先さすのである

から,随 時痰を持参できる施設が手近かにあることが必

要である。治療においても同様で,化 学療法においては

外来患者における適正な処方を脱落なく行なうことが最

も重要だとすれば,注 射を受けに通 うために,ま た脱落

者を発見し速やかに連絡をとるためには,非 専門であつ

てもよいが末端保健医療施設の網の目を細か くし,ス タ

ンダー ドの化療方法を示 して,そ れ ら施設に委ねるのが

全国的な普及をはかる道である。

このように結核対策の実施は地域の保健医療施設全般

を動員 し統合していかねば実績をあげることはできない

という考えが,発 展途上国にも近年次第に浸透 してきた。

中国の裸足の医者を模範に したVillage Health Work-

erを 作つた り,あ るいはネパールのHealthPostの

よ うな末端の小屋ともいえるような施設を増設した り,

または より広い地域人口をカバ ーす るHealth Centre

な どが次第に整備されようとしている。 しかし医師の配

属されることはHealth Centreに おいても全部とはい

い難 く,実 際の対策業務は医学補助員の活動によつて行

なわれている。

したがつて各種の医学補助員の養成や再訓練が必要で

あ り,そ れには中央の専門機関,例 えばNational Tu-

berculosis Institute(NTI)が 当たる。 ここは国全体の結

核対策の計画樹立,対 策業務の指導と管理ならびに評価

を しなければならない。そのため正しい情報収集と疫学

統計,そ の解析等が最少限度の研究業務として要求され

る。末端施設の指導管理や情報収集にはNTIに 機動力

を持たせることが必要であ り,こ れは現地における作業

中教育に効果的である。またNTIに は抗酸菌の中央検

査室としての整備が必要であ り,こ こはmicroscopistの

訓練を引き受ける。結核に関する国民教育の中心はNTI

であ るべきである。

また多 くの場合NTIと 結核対策を委託す る末 端 多

目的保健医療施設 との中間 にRegional Tuberculosis

 Centre(RTC)が 設置される〇 これは全国を数地域に分

けたセンターであ り,独 立にあるいはまた地域内の特定

県病院に附属 して設 置 され る。末端施設の指導監督を

NTIと 協力 して進めるとともに,地 域内の中心 として

末端施設で行なわれるよりも,や や高度な診療技術,例

えば固定X線 装置および結核菌培養が可能なように整備

される。

わが国が発展途上国の結核に関する医療援助を行なう

場合には,い ままで述べたような路線に従い,上 記各段階

の活動を助長するような方針がとられるようになつた。

例えば アフガニスタンへの援助に お い て は,NTIと

RTCの 整備に協力が進められている。 第1期5力 年間

の援助は今年度で終了しようとしているが,こ の間に こ

れまでの乏 しい疫学的資料から結核に関する各種の将来

推計を行ない,こ の国の結核対策7力 年計画の資料を整

えてやつた り,ツ反応と有症状者調査,菌 検査,一 部胸部

X線 検査による結核実態調査を実施し,一 方牛結核との

関連を追求 した り,ま たは治療脱落の研究を指導 した り

して,対 策改善の方向を現実に即 して示 している。NTI

お よびRTCに 対する機材供与は上述のごとき範囲のも

のであるが,X線 装置の供与に関しては,次 のごとき考

慮が払われた〇すなわちWHO,UNICEFはX線 フィ

ルムの配給は停止したし,JICAは 原則として消耗品の

継続供与は行なわないので,X線 装置の供与 に お い て

は,フ ィルム購入費用の節約のため,直 接撮影を主 とせ

ず,RTCの 日常診断は70mmサ イズの間接撮影で我

慢するとい うような方針の援助が行なわれた。幸いに今
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年無償援助でNTIと 主 都のRTCの 建物の寄贈が決定

したので,内 外充実 した援助が行なわれると期待されて

お り,JICAに よる援助も第2期 へと延長される予定で

ある。

末端施設に対する援助の例としてはネパールのものが

ある。 この国もアフガニスタンと同様アジアにおける最

貧国の一つであるということで,無 償援助に よる施設建

設が決定 し,西 部地域のHealthPost十 数個所と,そ

の地域の臨床検査センターの贈与が行なわれる。これ ら

を活用 し,WHOの 結核専門委員会の第9報 告 の内容

にほぼ準拠 した結核対策が重点的に行なわれることにな

つた。

最近タイ国東北地区に対 し地域保健医療へのJICAベ

ースの技術協力が決定 した。タイ国には従来ウイルス研

究所や,癌 センターのごとき高級な施設整備の援助が行

なわれてきたが,広 く国民の保健医療を向上さすには中

央の高級専門施設 よりも末端の一般保健医療施設網の整

備が緊急であるという国際的な傾向を反映 しての要請で

あろう。タイ国においては結核はなお相変わ らず重要な

公衆衛生問題であり,こ の末端保健所では勿論結核対策

は重要な業務となろう。 このプロジェク トの内容をみる

と,各 保健所に固定X線 装置の配置が要請されている。

より低次な発展途上国においてはこのような末端施設で

X線 を結核対策に利用することは予算的に不可能であ り,

た とえ要請があつても供与を躊躇するのであるが,タ イ

国においては自力で必要量のX線 フィルムを供給するこ

とは可能であるのであろう。そ うであれば有 症 状 者 の

Passive case-findingに 固定X線 装置を導入 して悪いは

ずはない。

しか しもしわれわれが自前でX線 フィルムを充分に供

給することが不可能なような国に対 して,第9報 告にあ

るような方針を無視 して,い わゆるactive case-finding

をX線 を用いて進めるような援助を行な うような計画を

樹てるならば,必 要量のX線 フィルムの供与を,そ の国

が 自力購入能力をもつまで,続 ける必要がある。あるい

はまた初回治療が適切でなく,そ のため失敗例が多いと

いう現実に直面 し,二 次抗結核薬の供与によつてこれを

解決すべきだという考えか ら,協 力を進めようとするな

らば,高 額の薬剤を送 り続けなければならない。これは

現在JICAの 拒否する方針である。第9報 告に盛られて

いるように,そ のような失敗は 一次抗結核薬による初回

治療の改善に よつて解決するとい う方針によらざるをえ

ないのである。

しか し消耗品の継続供与は行なわないとい うJICAの

基本方針は考えなお してみる必要があるように思われる。

上述のように結核対策における2国 間援助が第9報 告の

線を大きく逸脱 して行なわれない限 り,供 与機材として

あまり高級で高価なものは必要としないのである。一定

の援助の予算が各プロジェク トに与えられる場合,結 核

対策に関するプロジェク トにおいては,予 算のかな りの

割合を一次抗結核薬とかX線 フィルムとかの消耗品の供

与に振 り向けるならば,援 助の効果が高まる場合が少な

くない。

最近WHOは 国際的援助項 目の重点を次の4つ に向

けることを決定 した4)。 それは各種予防接種の強化,応

急外科の推進,失 明の予防および各種熱帯病の研究 と訓

練である。このためWHOの 予算が大 きく増加する訳

ではな く,他 部への予算をけずろうとする動きが出てい

るのであつて,現 実に一次抗結核薬配分の削減などが現

れている。しかしこの削減分を直ちに自国の予算で補 う

ことのできる国は多 くないはずであ り,す でにこれに対

する援助要請の打診が出されている。2国 間援助でこれ

が補えるものならば相手国にとつては大 きい喜びであろ

う。JICAが 従来の方針を改めて,消 耗品の継続供与を

肯定するとしても,一 定期間に限らねばなるまい。 こと

に量については逓減的な計画を望むと思われ る。 しかし

相手国としてはこの計画は自国の経済的発展と関連づけ

て決めねばならないが,そ れが樹立でき難いのが発展途

上国の多 くが持つ悩みである。

お わ り に

上述のごとくアフガニスタン,ネ パールには結核対策

への技術協力が進められてお り,タ イ国その他の地域保

健医療に関するプロジェクトにおいては,そ の一協力内容

の中に結核問題が重要な部門として占められねばならな

い。いま一つタンザニアに対 して結核対策の技術協力が

行なわれている。 この国の場合,日 本の援助が開始され

て間もな く,国 際結核予防連合の主催に よるSeminarが

同国において開催 され,前 からこの国の結核に関する援

助を行なつている国々の代表 も参加 して,国 全体の結核

対策の方針が論ぜ られ,そ の組織に関 しても勧告が行な

われた5)。 これはこの国の実状を踏 まえた うえで,第9

報告の線に沿つたものだが,そ の後同国政府の歩み出し

が遅れているので,わ が方は一時援助の大き さ を縮 め

て,新 たな要請を待つている状態にある。やがていまま

でよりも全般的なプロジェクトとして発展するものと期

待 されている。

これ らのプロジェクトにはわが国か ら医師,臨 床検査

技師,放 射線技師あるいは保健婦等の各種専門家の派遣

が必要であり,上 述した ような発展途上国における結核

対策への理解を深めた専門家たちが相次いで派遣できる

か否かが,各 プロジェクトの成功か否かを決定するので

ある。

現在結核予防会結核研究所には日本政府とWHOの

共催による 「結核対策に関す る研修 コース」があり,ア

ジア,ア フリカ,中 南米諸国から毎年20名 近 くの医師の
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参加がある。 また別にコロソボ計画による 「細菌検査研

修コース」があ り,こ れにも上記諸国から技術者の参加

がある。日本から派遣される専門家たちが事前にこれ ら

コースに参加 してもらえるといろいろな点で大 きな利益

があり,JICAは そ の場合滞在費その他の費用を負担し

ている。また上記医師研修の場合,研 修コース終了後の

東南アジア研修旅行がWHOの 援助で行なわれている。

派遣された専門家たちには充分な給与と別に住宅費が

支給され,現 地での生活には事欠かぬ配慮がされている。

また派遣 してくれた留守の施設にはそ こで支給されてい

た給与と相当額がJICAか ら送 られる。以上のごときこ

とを理解 して下 さつて,多 くの専門家が派遣要員として,

発展途上国の結核対策の援助のために加わつて下 さるこ

とを願 う次第である。
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